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日本放送協会 理事会議事録 

               （平成２９年 １月３１日開催分） 

  

平成２９年 ２月１７日（金）公表 

 

＜会 議 の 名 称＞ 

理 事 会 

 

＜会  議  日  時＞ 

 平成２９年 １月３１日（火） 午前１０時３０分～１０時５０分 

 

＜出   席   者＞ 

上田会長、堂元副会長、木田専務理事、森永専務理事・技師長、 

今井専務理事、坂本理事、安齋理事、根本理事、松原理事、 

荒木理事、黄木理事、大橋理事 

佐藤監査委員 

 

＜場         所＞ 

放送センター 役員会議室 

 

＜議        事＞ 

 上田会長が開会を宣言し、議事に入った。 

 

付議事項 

 

１ 審議事項 

（１）平成２８年度第３四半期業務報告 

 

２ 報告事項 

（１）契約･収納活動の状況（平成２８年１２月末） 

（２）考査報告 

（３）放送番組審議会議事録（資料） 
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議事経過 

 

１ 審議事項 

（１）平成２８年度第３四半期業務報告 

（経営企画局） 

放送法第３９条第３項に定める会長の職務の執行状況を、「平成２８

（２０１６）年度第３四半期業務報告」（注）のとおり取りまとめました

ので、審議をお願いします。 

まず、今期の総括です。 

 今期は、「ＮＨＫビジョン２０１５→２０２０」の具体化に向けた取り

組みを大きく前進させました。 

スーパーハイビジョンについては、総務省に対して、４Ｋ・８Ｋの高

精細映像による実用放送を２０１８（平成３０）年に開始するための業

務認定申請を行いました。インターネットの活用については、対象者を

限定してテレビ放送の同時配信を行う「試験的提供Ｂ」と、同時配信し

た番組を放送後にも視聴できる「見逃し配信実験」を実施しました。ま

た、１０月には「２０２０東京オリンピック・パラリンピック実施本部」

を設置し、「２０２０年東京」に向けて推進体制の強化に着手しました。 

放送では、データジャーナリズムや調査報道の手法を活用し、アメリ

カ大統領選挙やパナマ文書の実態など世界や日本の課題を報道する際に、

独自の分析による解説や映像表現を用いて詳しく伝えました。また、大

河ドラマ「真田丸」や「第６７回ＮＨＫ紅白歌合戦」をはじめ、多くの

番組で幅広い視聴者層に見てもらうことを意識した演出にチャレンジし

ました。引き続き、５９歳以下の世代に関心を持ってご覧いただけるよ

うな、編成や番組を開発していきます。 

ＮＨＫワールドＴＶ（外国人向けテレビ国際放送）では、「ＮＨＫ Ｎ

ＥＷＳＬＩＮＥ」と「ＮＥＷＳＲＯＯＭ ＴＯＫＹＯ」で初めて、九州

からキャスターによる中継を実施し、熊本地震関連の最新情報や復興に

向けた取り組みなどを世界に発信しました。 

受信料収入は、契約総数は年間目標５０万件に対して４８.４万件、衛

星契約は年間目標６３万件に対して５７.０万件となり、「支払率８

０％」「衛星契約割合５０％」の達成に向け堅調に推移しています。 
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また、グループ経営を推進するため、関連団体の業務の把握を進め、

課題解決に向けた検討を開始しました。 

次に、「５つの重点方針」ごとに、今期の主な取り組みについて説明し

ます。 

「重点方針１．判断のよりどころとなる正確な報道、豊かで多彩なコ

ンテンツを充実」についてです。ＮＨＫスペシャルでは、アメリカ大統

領選挙に伴い、「“トランプ大統領”の衝撃」(１１月１２日放送)を緊急

編成し、新大統領が日本や世界へもたらす影響を多角的に検証しました。

「追跡パナマ文書衝撃の“日本人７００人”」(１１月２７日放送)では、

パナマ文書について半年にわたって独自に分析し、各国のジャーナリス

トと協力して、日本との関わりや報道の舞台裏を明らかにしました。大

河ドラマ「真田丸」は、年間の平均世帯視聴率（ビデオリサーチ調べ・

関東地区）が、総合テレビで１６.６％、ＢＳプレミアムで４.７％（大

河ドラマとしては過去最高）となり、幅広い世代によく見られました。

「第６７回ＮＨＫ紅白歌合戦」は、伝統を踏襲しながら、美術セットの

変革、東京都庁からの大型中継、映画とのコラボレーション、スペシャ

ルゲストの起用など、大胆な改革を試み、世帯視聴率（ビデオリサーチ

調べ・関東地区）は前半３５.１％、後半４０.２％と前年を上回りまし

た。特に女性４０代では、前年比で大幅に上回りました。 

 「重点方針２．日本を世界に、積極的に発信」についてです。ＮＨＫ

ワールドＴＶでは、熊本地震から半年となる１０月に、九州の関連番組

を集中編成したほか、「ＮＨＫ ＮＥＷＳＬＩＮＥ」と「ＮＥＷＳＲＯＯ

Ｍ ＴＯＫＹＯ」では九州各地の放送局と連携し、キャスターが現地か

ら中継して、現地の最新情報や復興に向けた取り組みなどを世界に発信

しました。また、日本とシンガポールの国交樹立５０周年記念イベント

や、アジア最大級の野外音楽イベントを中心に、シンガポールで大規模

プロモーションを実施し、国際放送の認知拡大を図りました。さらに、

教育コンテンツの国際コンクール「日本賞」（１０月２６日～１１月２

日）には、５８の国と地域から３１６作品が参加しました。ワークショ

ップやイベントも開催し、来場者はこれまでで最多の９１６人に上りま

した。 

「重点方針３．新たな可能性を開く放送・サービスを創造」について

です。「鳥取で震度６弱」「アメリカ大統領選」「福島など震度５弱」「日
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ロ首脳会談」「総理大臣真珠湾訪問」「茨城県で震度６弱」など、国民生

活や社会全体に大きな影響を及ぼす情報を伝える緊急ニュースを、放送

と同時にインターネットでも配信しました。１１月２８日～１２月１８

日には、１万人以内を対象に１日１６時間以内でテレビ放送のインター

ネット同時配信を行う「試験的提供Ｂ」と、同時配信した内容を後から

視聴できる「見逃し配信実験」を同時に実施しました。今回は、総合テ

レビに加えてＥテレでの配信や、副音声のほか、マルチ編成などの検証

を行いました。検証内容は、視聴ニーズの把握、配信基盤と関連システ

ムの検証、権利処理の運用状況の確認等です。また、スーパーハイビジ

ョンは、４Ｋ・８Ｋによる実用放送の２０１８年開始に向けて、総務大

臣に対し、ＢＳ右旋による４Ｋ放送と、ＢＳ左旋による８Ｋ放送の業務

認定申請を行いました。さらに、フランス・パリのルーブル美術館が所

蔵する「ミロのビーナス」や「モナ・リザ」などの名作を８Ｋで撮影し、

国際共同制作した番組のダイジェスト版を世界最大の映像コンテンツの

国際見本市ＭＩＰＣＯＭ（１０月１５～２０日フランス・カンヌ）で上

映したほか、ルーブル美術館と共催で美術関係者などを対象に試写会を

行いました。そこでは、作品の細部まで質感を表現できる高精細映像に

高い評価を得ました。 

「重点方針４．受信料の公平負担の徹底に向け、最大限努力」につい

てです。契約総数は、年間目標５０万件に対して４８.４万件の増加で進

捗率９６.９％となり、衛星契約は、年間目標６３万件に対して５７.０

万件の増加で進捗率９０.５％となりました。衛星契約数は、１１月末に

は２,０００万件に達して、衛星契約割合は１２月末で４９.８％となり、

２７年度末と比べて０.８ポイント向上しました。また、訪問要員の対応

の質を向上させるため、教育用ＤＶＤを制作し全営業拠点へ、補足説明

用の冊子などのお客様対応時に使用するツールを全訪問要員約８,００

０人に、それぞれ配付しました。このほか、法人委託事業者の訪問要員

約１,０００人を対象に、対応力向上とマナーアップに向けた研修を実施

しました。 

「重点方針５．創造と効率を追求する、最適な組織に改革」について

です。関連団体の経営データに基づいて業務の把握を行い、所管部局と

の情報共有を図りました。関連団体間で重複感のある業務や、課題のあ

る業務について、解決に向けた検討を開始しました。また、女性職員対
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象の「異業種女性交流研修」と「ＮＨＫウーマンキャリアデザイン研修」、

２０２０（平成３２）年を見据えた「スポーツ中継研修」など、経営課

題に即した研修を実施しました。さらに、１０月には放送総局に「２０

２０東京オリンピック・パラリンピック実施本部」を設置し、世界が注

目する大イベントに向けて、ＮＨＫの使命を果たすための推進体制を強

化しました。 

続いて、「収支概況」についてです。 

１２月末の収支の状況は、事業収入が５,３０６億円（予算に対する進

捗率７５.６％）、事業支出が５,００７億円（進捗率７２.２％）となり、

事業収支差金は２９８億円となりました。１２月末の受信料収入は、契

約収納活動の推進により受信契約件数が増加し、ほぼ標準どおりの進捗

（進捗率７４.９％）となる５,０６３億円となり、前年度同期に対して

９４億円の増収を確保する見込みとなりました。 

本件が決定されれば、本日開催の第１２７６回経営委員会に報告事項

として提出します。 

 

（会 長）  ご意見等がありませんので、原案どおり決定し、本日の

経営委員会に報告します。 

 

注：「平成２８（２０１６）年度第３四半期業務報告」は、ＮＨＫのホー

ムページ「ＮＨＫオンライン」の「経営情報」のなかに掲載してい

ます。 

 

２ 報告事項 

（１）契約･収納活動の状況（平成２８年１２月末） 

（営業局） 

平成２８年１２月末の契約・収納活動の状況について報告します。 

まず、１２月の当年度分受信料収納額は５２４.２億円で、前年度同月

を１３.２億円上回りました。年間累計は４,９５８.０億円となり、累計

での増収額は１０８.３億円になっています。 

前年度分回収額は２.３億円で、前年度同月を０.３億円上回り、年間

累計は４６.６億円と、前年度に比べ０.７億円下回っています。前々年

度以前分回収額は２.９億円で、前年度同月を０.５億円上回り、年間累
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計は２３.１億円と、前年度に比べ２.０億円上回っています。 

次に、１２月の契約総数の増加状況は、取次数は２０.９万件と前年度

同月を２.１万件下回り、減少数が２０.３万件と０.４万件下回ったため、

差し引きの増加数は前年同月と比較して１.７万件下回る０.６万件とな

りました。年間累計増加数は４８.４万件となり、前年同時期を０.５万

件下回っています。１２月末の受信契約件数は４,０２６.５万件となっ

ています。 

衛星契約数の増加状況は、取次数が１３.５万件と前年度同月を１.０

万件下回り、減少数は９.１万件と０.４万件上回ったため、差し引きの

増加数は前年同月と比較して１.４万件下回る４.４万件となりました。

年間累計増加数は５７.０万件となり、前年同時期を５.５万件下回って

います。１２月末の衛星契約件数は２,００６万件となり、契約数全体に

占める衛星契約割合は、４９.８％となっています。 

１２月の口座・クレジット払等の増加数は、前年度同月を１.７万件下

回る－０.６万件となりました。年間累計増加数は４５.８万件となり、

前年同時期を３.１万件下回っています。１２月末の利用率は８９.９％

となっています。 

本件は、本日開催の第１２７６回経営委員会に報告します。 

 

（会 長）  全体として、今年度予算に沿って順調に推移していると

いう理解でよろしいですね。 

（営業局）  はい。 

 

（２）考査報告 

（考査室） 

平成２８年１２月１２日から２９年１月２５日までの間に放送した、

ニュースと番組について考査した内容を報告します。 

この期間に、国内放送番組では、ニュース１９項目、番組５８本の考

査を実施しました。 

 ニュースの主な項目としては、米国の第４５代大統領にトランプ氏が

就任し、演説で国益優先の米国第一主義を強調したこと、文部科学省の

元局長の私立大学への再就職あっせんが国家公務員法違反と認定され、

事務次官ら７人が懲戒処分されたこと、安倍首相がハワイを訪問し、旧
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日本軍による真珠湾攻撃の犠牲者を初めて米大統領と共に慰霊したこと、

新潟県糸魚川市の市街地で発生した火災が強風で燃え広がり、約１４０

棟に延焼したことなどがありました。 

 番組では、「夢を歌おう」をテーマに紅組・有村架純さんと白組・相葉

雅紀さんの司会で生放送した、「第６７回ＮＨＫ紅白歌合戦」（１２月３

１日放送）、戦国時代に男の名で家督を継ぎ、井伊家を守った女城主・直

虎の激動の生涯を描く、大河ドラマ「おんな城主 直虎」第１、２回（１

月８、１５日放送）、手料理をふるまうことで子どもたちを３０年以上支

えてきた元保護司の女性を８年間記録した、ＮＨＫスペシャル「ばっち

ゃん～子どもたちが立ち直る居場所」（１月７日放送）、Ｅテレ「バリバ

ラ」から生まれた企画で、障害者１００人が健常者に対する不満や疑問

をスタジオでぶつけるバラエティー「ココがズレてる健常者 障害者１

００人がモノ申す」（総合・１２月２１日放送）などの番組を考査しまし

た。 

また、国際放送では、外国人向けテレビ国際放送「ＮＨＫワールドＴ

Ｖ」のニュース４項目と番組３本の考査を実施しました。考査したのは、

米国第一主義の政策を打ち出した米トランプ新政権に対するアジアの視

点を特集した「ＮＥＷＳＬＩＮＥ」と「ＮＥＷＳＲＯＯＭ ＴＯＫＹＯ」

（日本時間１月２０日放送ほか）、韓国で高齢者の自殺が急増する背景を

追った「Ａｓｉａ Ｉｎｓｉｇｈｔ Ｐｒｅｖｅｎｔｉｎｇ Ｅｌｄｅ

ｒｌｙ Ｓｕｉｃｉｄｅ」（日本時間１月６日放送）です。 

考査の結果、これらの一連のニュース・番組は、放送法、国内番組基

準、国際番組基準等に照らし、妥当であったと判断します。 

 

（安齋理事） 紅白歌合戦では、視聴者から「審査方法がわかりにくい」

との厳しい意見が多く寄せられたことから、制作担当者に

は審査の仕組みを見直すよう指示をしました。 

 

（３）放送番組審議会議事録（資料） 

編成局と国際放送局から、中央放送番組審議会、国際放送番組審議会、

全国の地方放送番組審議会（関東甲信越、近畿、中部、中国、九州沖縄、

東北、北海道、四国）の平成２８年１２月開催分の議事録についての報

告。 
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注：放送番組審議会の内容は、ＮＨＫのホームページ「ＮＨＫオンライ

ン」の「経営情報」のなかに掲載しています。 

 

 

 

以上で付議事項を終了した。 

 

 

上記のとおり確認した。 

 

 

      平成２９年 ２月１４日 

会 長  上 田 良 一 


